












【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日)

１ 連結の範囲に関する事項の変更 

（1）連結の範囲の変更 

第１四半期連結会計期間より持分法適用子会社であったKonica Minolta Business Solutions Russia 

LLC、非連結子会社であったKonica Minolta Business Solutions Greece S.A.、Konica Minolta 

Business Solutions Romania s.r.l.は重要性が増したため、連結子会社としております。Konica 

Minolta Danka Imaging Company、Konica Minolta Business Solutions (Ideal) Ltd.は買収により新規

に連結子会社としております。 

第１四半期連結会計期間において、Konica Minolta Business Solutions (WUHAN) Co., Ltd.は清算結

了により、Konica Minolta Headquarters North America, Inc.は連結子会社であるKonica Minolta 

Holdings U.S.A.,Inc.が吸収合併したため、Konica Minolta Printing Solutions Nordic ABは連結子会

社であるKonica Minolta Business Solutions Sweden ABが吸収合併したため、コニカミノルタアイディ

ーシステム㈱は売却により、連結子会社から除外しております。また当第２四半期連結会計期間におい

て、Konica Minolta Manufacturing U.S.A., Inc.、Konica Minolta Photo Imaging Malaysia 

Sdn. Bhd.は清算結了により、連結子会社から除外しております。 

（2）変更後の連結子会社の数 107社 

 

２ 持分法の適用に関する事項の変更 

（1）持分法適用非連結子会社 

① 持分法適用非連結子会社の変更 

第１四半期連結会計期間において、Konica Minolta Business Solutions Russia LLCは連結子会社へ

の区分変更により、持分法の適用から除外しております。また当第２四半期連結会計期間において、

Konica Minolta Photo Imaging (Thailand) Co., Ltd.は清算結了により持分法の適用から除外してお

ります。 

② 変更後の持分法適用非連結子会社の数 ６社 

  

（2）持分法適用関連会社 

当第２四半期連結累計期間において、持分法適用関連会社に変更はありません。 
 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項の変更 

従来、連結子会社のうち、決算日が12月31日であったVeenman Deutschland GmbHについては、同日現在の

財務諸表を利用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、必要な調整をおこなっておりました

が、決算日を３月31日に変更したことにより、当第２四半期連結累計期間については、平成20年１月１日か

ら平成20年９月30日までの９ヶ月間を連結しております。また、決算日が12月31日であったKonica Minolta 

Business Solutions Greece S.A. については、第１四半期連結会計期間より連結子会社とするにあたっ

て、決算日を３月31日に変更したことにより、当第２四半期連結累計期間については、平成20年１月１日か

ら平成20年９月30日までの９ヶ月間を連結しております。 

 

４ 会計処理基準に関する事項の変更 

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を適用し、評価基準及び評価方法については、主と

して総平均法による原価法から主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方

法）に変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間における売上総利益及び営業

利益が1,214百万円、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が32百万円それぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 
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（2）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平

成18年５月17日 実務対応報告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を

行っております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響額は軽微

であります。また、当第２四半期連結貸借対照表への主な影響としては、「リース債権及びリース投資資

産」が15,023百万円増加しております。 

  

（3）リース取引に関する会計基準等の適用 

（借主側）   

当社及び国内連結子会社は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月17

日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号）

を第１四半期連結会計期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る会計処理に変更し、リース資産とし

て計上しております。 

また、リース資産の減価償却方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定す

る方法によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響はありま

せん。 

四半期連結キャッシュ・フロー計算書については、従来、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区

分に計上されていたリース料のうち、リース債務の返済相当額の支払は「財務活動によるキャッシュ・フ

ロー」の区分に計上する方法に変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結キャッシュ・フロー計算書への影響額

は軽微であります。 

  

（4）サービス費用の計上区分 

従来、一部の連結子会社についてはMFP（デジタル複合機）等のサービス売上高に対応したサービス費

用を「販売費及び一般管理費」に計上しておりましたが、当連結会計年度より適用となる内部統制報告制

度の導入を契機に当社グループの会計方針の整備を行った結果、第１四半期連結会計期間より当該費用の

計上を「売上原価」に統一しました。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間における売上総利益が15,391

百万円減少しております。 

  

（5）たな卸資産廃棄損の計上区分 

当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日

企業会計基準第９号）が国内連結子会社に適用されるのを契機に当社グループの会計方針の見直しを行

い、第１四半期連結会計期間より、たな卸資産廃棄損の計上を「売上原価」に統一しました。 

これにより当該費用を「営業外費用」に計上しておりました一部の海外連結子会社についても「売上原

価」に計上する方法に変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間における売上総利益及び営業

利益が1,259百万円それぞれ減少しております。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。 
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【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日)

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第２四半期連結会計期間末の一般債権の貸倒見積高算定に関しては、貸倒実績率に著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。 

  

２ 棚卸資産の評価方法 

当第２四半期連結会計期間末の棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

  

３ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。 

 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日)

税金費用の計算 

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税金

等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

重要な減価償却資産の償却の方法 

 有形固定資産 

 法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律 平成20年４月30日 法律第23号）に伴い、法定耐用年数

及び資産区分が見直されました。これにより当社及び国内連結子会社の機械装置については、第１四半期連結

会計期間より、改正後の法人税法に基づく法定耐用年数及び資産区分による償却方法に変更しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間における営業利益、経常利益、税

金等調整前四半期純利益が、それぞれ3,136百万円減少しております。なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

   

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額 

415,666 百万円 

※２ 商品及び製品          86,676 百万円 
       仕掛品              23,088  〃 
       原材料及び貯蔵品        26,461  〃 

 ３ 保証債務 
連結会社以外の会社等の金融機関からの借入やリ
ース債務等に対し、2,586百万円の債務保証を行
っております。  
上記の外、取引先の金融機関からの借入に対し、
64百万円の保証予約を行っております。 

                                

 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額 

413,324 百万円 

※２ 商品及び製品            84,286 百万円 
       仕掛品               23,120  〃 
       原材料及び貯蔵品         25,530  〃 

 ３ 保証債務 
連結会社以外の会社等の金融機関からの借入やリ
ース債務等に対し、3,189百万円の債務保証を行
っております。  
上記の外、取引先の金融機関からの借入に対し、
76百万円の保証予約を行っております。 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は下記のとおりであります。 

 ※２ 関係会社株式売却益及び事業譲渡益は、メディカル＆グラフィック事業に属する国内子会社及び同関連事 
業資産を当社グループ外に譲渡したことによるものであります。 

  
※３ その他の特別利益は、米国の販売子会社における米国州法に基づく返還義務額等の減額によるものであり 

ます。 
  
※４ 事業構造改善費用は、主にドイツ子会社における買収後の組織再編に伴う退職金等、メディカル＆グラフ 

ィック事業における事業再編に伴う設備撤去費用及び退職金等、によるものであります。 
  
※５  退職給付制度改定損は、国内子会社における退職給付制度変更に伴う過去勤務債務の一括処理によるもの 

であります。 

販売諸費 6,750 百万円
運送保管料 11,092 〃
広告宣伝費 10,256 〃
給料賃金 42,666 〃
賞与引当金繰入額 5,734 〃
研究開発費 41,908 〃
減価償却費 7,969 〃
退職給付費用 2,793 〃
貸倒引当金繰入額 498 〃

 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日 
  至 平成20年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は下記のとおりであります。 

 ※２ 在外子会社におけるその他の特別利益は、米国の販売子会社における米国州法に基づく返還義務額等の減 
額によるものであります。 

  
※３ 事業構造改善費用は、メディカル＆グラフィック事業における事業再編に伴う設備撤去費用及び退職金等 

によるものであります。 
  
※４  退職給付制度改定損は、国内子会社における退職給付制度変更に伴う過去勤務債務の一括処理によるもの 

であります。 

販売諸費 3,817 百万円
運送保管料 5,726 〃
広告宣伝費 5,640 〃
給料賃金 21,580 〃
賞与引当金繰入額 2,594 〃
研究開発費 21,038 〃
減価償却費 4,280 〃
退職給付費用 1,508 〃
貸倒引当金繰入額 246 〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び 

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、 

配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 
    

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金 88,278百万円

有価証券 17,000  〃 

   計 105,278百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 44 〃 

現金及び現金同等物 105,234百万円

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 531,664,337

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,290,209

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第２四半期

連結会計期間末残高 
(百万円)

提出会社 普通株式 344,500 367

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月９日 
取締役会

普通株式 3,979 7.50 平成20年３月31日 平成20年５月28日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月30日 
取締役会

普通株式 5,303 10.00 平成20年９月30日 平成20年11月27日 利益剰余金
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５ 株主資本の著しい変動に関する事項 
(百万円) 

 
※ 1 新規連結により利益剰余金が96百万円増加しております。 

※ 2 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会平成18

  年５月17日 実務対応報告第18号)を第1四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な処理を行って

   おります。これにより利益剰余金が5,210百万円増加しております。 

  

  

  

(リース取引関係) 

既存分のリース取引で所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて

処理を行っておりますが、当第２四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著し

い変動が認められないため、記載しておりません。 

  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高  37,519  204,140 176,684 △ 1,340 417,003

当第２四半期連結会計期間末までの変動額 

 剰余金の配当 △ 3,979 △ 3,979

 四半期純利益 29,279 29,279

 連結範囲の異動 ※1 96 96

 在外子会社の会計処理に関する当面の 
 取扱いの適用 ※2

5,210 5,210

 自己株式の取得 △ 471 △ 471

 自己株式の処分 △ 1 93 92

当第２四半期連結会計期間末までの変動額
合計 

   ―    ― 30,606 △ 377 30,228

当第２四半期連結会計期間末残高  37,519 204,140 207,290 △ 1,718 447,231
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(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

(1) 通貨関連 

 
(注) １ 時価の算定方法 

    為替予約取引については、先物為替相場によっております。     

通貨スワップ取引については、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

     ２ ヘッジ会計及び特例処理が適用されているものについては、記載対象から除いております。 

  

(2) 金利関連 

 
(注) １ 時価の算定方法 

  取引先金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計及び特例処理が適用されているものについては、記載対象から除いております。 

  

区分 種類

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引 
以外の取引 

為替予約取引 

  売建

    米ドル 34,201 ― 32,977 1,224

    ユーロ 37,491 ― 34,746 2,745

  買建

    米ドル 12,417 ― 12,078 △ 338

    その他 183 ― 172 △ 10

計 84,294 ― 79,975 3,620

通貨スワップ取引 

    受取米ドル/支払円 40,736 ― 1,379 1,379

計 40,736 ― 1,379 1,379

区分 種類

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引 
以外の取引 

金利スワップ取引 

    支払固定/受取変動 11,924 11,924 42 42
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